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研究成果の概要（和文）：本研究では、庁舎などを対象に行われた41のPFI事業についての入札データを用いた
実証分析を行った。推定するモデルは、41事業について大手建設会社4社がそれぞれの事業の入札に参加したか
どうかを被説明変数とするプロビットモデルである。
プロビットモデルを推定した結果、大きく以下の2点を示した。①各社で入札参加の決定要因が大きく異なって
いること、特に受注実績が1位の会社はいずれの変数も係数が有意ではなく推定で取り上げた要因には依存せず
に入札参加を決定している。②その他の会社ではイニシャルコストの大きさや事業の立地（関東圏かどうか）、
立地する都市の人口1人当たりGDPなどを考慮している。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted an empirical analysis using bidding data on 41 
PFI projects for government buildings and other projects. The model to be estimated is a probit 
model in which the explained variable is whether the four major construction companies participated 
in the bidding for each of the 41 projects.
The results of estimating the probit model showed the following two major points. (1) The 
determinants of participation in bidding differed significantly among the companies, especially the 
company that ranked first in terms of orders received decided to participate in bidding without 
relying on any of the factors discussed in the estimation, as the coefficients of any of the 
variables were not significant. (ii) Other firms took into account the size of initial costs, the 
location of the project (whether in the Kanto region or not), and the GDP per capita of the city 
where the project is located.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は、以下のような点で入札参加事業者を増やす具体的な施策の検討につながることが期待できる。
①イニシャルコストの大きさが入札参加行動に影響していることから、イニシャルコストが小さい案件の場合に
は複数の事業を統合するバンドリングを進める必要があること。②関東地区以外や人口1人当たりGDPの小さい地
区で実施される事業にはあまり積極的に参加していないことから、そうした地域で今後競争性を確保していくた
めには地域に根差した事業者の参画を促していくことが重要であること。
こうした施策は、既に現実に行われている取り組みであり、そうした取り組みの妥当性を示した本研究には社会
的な意義があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

PFI（Private Finance Initiative）は、建設と運営などをまとめて一括発注し、民間事業者
の創意工夫によって公共施設の維持管理運営の効率化を図る方式である。PFI では、事業の仕様
も含めて民間からの提案に多くを負っているため、入札を通じた民間事業者の選定が特に重要
となるが、研究開始当初の日本では、東京オリンピック・パラリンピックに向けた建設需要や東
北や熊本などでの復興需要の影響で建設事業者が人手不足に直面し、公共事業で応札者が 1 社
のみの入札や応札者が現れず入札不調となる事例が相次いでいた。 

応募者によるそれまでの研究では、日本の PFI では、入札に参加する事業者数が増加すると
事業費が有意に低下し、事業の質的要素でも向上が見られることを定量的に明らかにしていた。
すなわち、入札参加者が減少していくことは事業費の高止まりにつながる可能性があるという
ことである。こうした状況を踏まえ、入札参加事業者数を増やし競争性を確保するための具体的
な方策について検討する必要に迫られていたことが、本研究開始当初の背景の一つとして挙げ
られる。 

また、応募者による従来の研究は、実際に入札に参加した事業者数を競争の程度と捉えてい
たが、それは事後的に明らかになるものである。現実には、事業者が入札価格など提案内容を検
討する段階（事前）では、他社の動向を予測するなどの方法で競争の程度を推測した上で、自ら
の利潤最大化のための提案内容を決定していると考えられる。そのため、競争の程度と入札結果
の関係を正しく測るためには、入札参加者が事前にどの程度の競争を想定しているかを考慮に
入れた推定モデルを構築する必要がある。これが本研究開始当初の背景として重視した学術的
な課題である。 
 
２．研究の目的 

応募者による過去の研究（Harada(2015)）では、PFI の入札が実質的には３～５グループで行
われていることを明らかにしていた。これは、仮に１０グループが入札に参加していても、落札
する可能性のあるグループは３～５グループ程度に過ぎないことを意味している。この実質的
に競争している３～５グループとは、技術力や資金力に優れた、いわゆる「大手ゼネコン」が参
画するグループの数と概ね一致している。 

本研究は、PFI の入札の多くが実質的には大手ゼネコンの間で行われていると仮定し、大手
ゼネコンの入札参加行動が何によって決定されるのかを明らかにすることで実質的競争の程度
を事前に予測できるモデルを構築することを試みるものである。このモデル構築により、入札の
競争性を高めるための具体的な方策についての知見を得ることが目的となる。 

なお、入札参加者の意思決定要因に着目した研究には、Zitron(2006)がある。Zitron(2006)
は、事業者の意思決定について理論的なフレームワークを提示し、英国を中心とする多数の事業
者に対するヒアリングを踏まえて検証しているが、その知見は定量的に裏付けられているとは
言えない。本研究は、学術的には Zitron(2006)の提示した理論的なフレームワークについて実
際のデータを用いて妥当性を検証するものであると位置づけることができる。 
 
（参考文献） 
Harada(2015)“Bidding for private finance initiative projects: An analysis,” 
Zitron(2006)“Public-Private partnership projects: Towards a model of contractor 
bidding decision-making” 
 
３．研究の方法 

本研究では、PFI の入札データを用いた実証分析を行った。データについては、庁舎などを対
象に行われた 41 の PFI 事業についての入札データを収集した。対象とする事業者については、
大手ゼネコンの中でも特に PFI への参加回数の多い 4 社を選んだ。推定するモデルは、41 事業
について大手ゼネコン 4 社がそれぞれの事業の入札に参加したかどうかを被説明変数とするプ
ロビットモデルとした。 

説明変数には Zitron(2006)の議論を参考に、事業の魅力、事業リスク、事業立地、景気動向、
発注者の信頼度といった項目に関するものを取り上げた（次ページの表 1参照）。 

まず、事業の魅力として、イニシャルコストと契約金額に占めるイニシャルコストの割合を
用いる。今回対象とする事業者は全て建設会社であるため、建設会社から見たら売上に相当する
イニシャルコストが大きい事業ほど事業の魅力が大きくなり積極的に入札に参加すると考え、
係数の符号は正を想定する。また、事業全体の契約金額に占めるイニシャルコストの割合が高い
事業であれば建設会社が主導的に事業に取り組むことができるため、建設会社にとっては大き
な魅力になると考え、係数の符号は正を想定する。 

次に事業リスクについては、契約期間と金利見直し条項の有無を用いる。契約期間が長期間
になると、期間中の物価や金利の変動など不確実性が増大するため事業リスクが高まり入札参
加を見合わせる確率が高くなると考え、係数の符号は負を想定する。一方で、金利見直し条項が



あると事業リスクを低減させることができるため積極的な入札参加につながると考え、係数の
符号は正を想定する。続いて事業立地については、関東地方で実施する事業を 1とする関東ダミ
ー、事業が立地する都道府県の人口と人口 1人当たり GDP を採用する。関東ダミーは、各社の本
社が所在する関東周辺の事業は多くの事業者が入札参加を検討しやすい可能性を考え、係数の
符号は正を想定する。人口や人口 1人当たり GDP も、これらが大きな都道府県ほど各社の支店な
どが所在している可能性も高く、人材確保も行いやすいことなどから積極的な入札参加が期待
できると考え、それぞれ係数の符号を正と想定する。 

景気動向については、鉱工業生産指数と失業率を採用する。PFI 事業は公共事業の一手法で
あり、景気が良い時期には民間投資も活発になるため各社はあまり積極的に PFI 事業の入札に
参加しないと考え、鉱工業生産指数の係数の符号は負、失業率の係数の符号は正を想定する。最
後に発注者については、国が発注者となっている事業を 1とする国ダミーを用いる。入札参加者
は政治リスクを嫌う性質などがあることを踏まえ、発注者が国である事業と地方公共団体であ
る事業では発注者への信頼度が異なる可能性を考慮する。すなわち、地方公共団体ではしばしば
公共事業が首長選の争点となり選挙結果に応じて事業そのものが見直されることもあるため、
国の発注する事業の方が信頼して入札に参加できると考え、国ダミーの係数の符号は正を想定
する。 
 

表 1．変数一覧と符号条件 

 
 

４．研究成果 
プロビットモデルを推定した結果をまとめたものが、次ページの表 2と表 3である。表 2は、

対象とした 4 社それぞれでの推定結果を示し、表 3 は 4 社のデータをプールして推定した結果
を示している。表 2を見ると、各社で係数が有意となる変数が一致しておらず、会社によって入
札参加の決定要因が大きく異なっていることが分かる。特に、受注実績が 1位の A社はいずれの
変数も係数が有意ではなく、事業の魅力やリスクなど今回取り上げた要因には依存せずに入札
参加を決定することが伺える。B社や C社はイニシャルコストの係数が有意に正で想定通りとな
っていることが分かる。一方で、想定とは反対の符号で有意になっている変数もいくつか見られ
るため、実態を踏まえた検討が必要である。 

続いて 4 社のデータをプールして分析した表 3 より、イニシャルコスト、関東ダミー、人口
1人当たり GDP の 3 変数の係数で有意な結果が得られた。また、これら 3変数の係数の符号も事
前の想定通りとなっている。つまり、イニシャルコストが大きく、関東地区で実施される、ある
いはその事業の立地する都道府県の１人当たり GDP が大きい場合に積極的に入札に参加してい
る傾向が確認できた。 

以上が本研究の主な成果である。ここから、この成果の学術的なインパクトを整理する。ま
ず、本成果は入札参加事業者を増やす具体的な施策の検討につながることが期待できる。例えば、
イニシャルコストの係数の符号が正であることから、イニシャルコストが小さいような事業に
は大手建設会社は積極的に参加していないという実態を改めて示したものであると言え、事業
規模が小さい案件の場合には複数の事業を統合するバンドリングを進めることの妥当性が示さ
れたと考えられる。また、関東ダミーや人口 1人当たり GDP の係数の符号が正であることから、

項目 変数 データの出所 単位 符号条件

被説明変数 入札参加＝１ PFI年鑑2019年版 -

イニシャルコスト PFI年鑑2019年版 百万円 +

契約金額に占める
イニシャルコストの割合

PFI年鑑2019年版 ％ +

契約期間 PFI年鑑2019年版 年 -

金利見直し条項の有無
（条項あり＝１）

PFI年鑑2019年版 - +

関東ダミー - - +

人口 国勢調査（平成22年） 千人 +

人口1人当たりGDP 県民経済計算（平成22年） 千円 +

鉱工業生産指数 鉱工業生産総合原指数（2015年=100）
（2012年以前は鉱工業接続指数）

- -

失業率 労働力調査 ％ +

発注者 国ダミー - - +

事業リスク

事業立地

事業の魅力

景気動向



関東地区以外や人口 1 人当たり GDP の小さい地区で実施される事業にはあまり積極的に参加し
ていないことも示されている。大手事業者のこうした行動原理を前提とするならば、競争性を確
保していくためには今後は地域に根差した事業者の参画を促していくことが重要であるとの示
唆が得られる。こうした施策は、既に一部の自治体で行われている取り組みであり、そうした取
り組みの妥当性を示した本研究に意義があると考えられる。 
 

表 2．推定結果（会社ごと） 

 
 

表 3．推定結果（4社） 
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